
 

 再 開 発 地 区 の 現 況 

大 山 町 ク ロ ス ポ イ ン ト 周 辺 地 区 

第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業 

大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発組合 



 

計画地は、東武東上線「大山」

駅の西側に位置し、「大山」駅から

川越街道に至るにぎわいの軸であ

る「ハッピーロード大山商店街」の中

心部に位置します。 

計画地周辺では幅員約 20m の

都道補助第 26 号線が商店街を横

断して整備される予定です。 

また計画地に隣接してピッコロ・

スクエア周辺地区も再開発計画が

予定されています。 

 

 

1. 商店街の賑わいを繋ぐ新拠点の整備 

本再開発事業では道路を挟

む４街区の建物すべての低層部

に、延べ床面積合計約4,000㎡か

らなる商業ゾーンを設け、新たな

賑わい拠点を作ると共に、商店

街とのつながりを形成します。 

また、建物内には専用駐車場、

駐輪場を設けて広域からの集客

拠点とし、周辺商店街へ賑わい

を連続させる機能を持たせるほ

か、補助第 26号線沿いＡ街区の

北東角には地元居住者から来街

者まで多くの人々が憩う緑豊かな

300㎡超の広場も設けます。 

 

2. 建物の強靭化で地域の防災性向上を推進 

当地区は、不燃化特区にも指定されている老朽化した木造住宅を抱える木造密集地域でもあります。再開発に

伴い建物の不燃化、耐震化を図り、都の道路整備と併せて火災時の延焼を防ぐ延焼遮断帯となる街区整備を進

め、地域の防災性向上を推進してまいります。 

3. 新たな定住人口を誘致する 345戸の都市型住宅を供給 

ビッグターミナル「池袋」駅から 3 駅、かつ生活利便を高める都市機能が

再 開 発 地 区 の 整 備 方 針 

＜位置図（2016.10 時点）※板橋区ホームページ「大山クロスポイント周辺地区」より引用）＞ 
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集積する東武東上線「大山」駅周辺地区。この事業では優良な立地条件を備えた総戸数 345 戸の都市型住宅を

供給します。特に若年層の新たな居住者層誘致による地域活性化を図るため、ファミリー向け住戸を中心とした住

宅供給を行う計画です。また、子育て世帯の増加を想定し、保育施設の誘致も検討しています。 

 

 

 

 

 

◇ 配置計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 施設建築物の概要 

 

 

 

賑わいを繋ぐ新拠点となる再開発施設の基壇部と 

補助第 26号線沿いの街並みイメージ（北東側から） 

 

再 開 発 計 画 の 概 要 



◇ 事業概要 

事業名称 大山町クロスポイント周辺地区第一種市街地再開発事業 

所在地 板橋区大山町 25番他 

交通 東武東上線「大山」駅徒歩 4分 

施行区域面積 約 0.7ha 

地域地区 商業地域、防火地域、大山駅西地区地区計画、高度利用地区 

 

◇ 事業の経緯と今後の予定 
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◇ 事業関係者 

 

 

 

 

本パンフレット掲載の建物概要等の情報は変更となる場合があります。また図面等は計画段階のもので実際とは異なる場合があります。2022.7 

 

施行者 大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発組合 

参加組合員 住友不動産株式会社、株式会社フージャースコーポレーション 

事業コンサルタント 株式会社佐藤不動産鑑定コンサルティング 

設 計 株式会社久米設計 

大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発組合 

〒173-0023 東京都板橋区大山町 31-10 ＴＥＬ：03-5926-5586 ＦＡＸ：03-5926-5718 

全街区建物竣工（12 月） 

建物着工（9 月） 

「大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発準備会」設立（8 月） 

「大山町クロスポイント周辺地区市街地再開発再開発準備組合」設立（4 月） 

都市計画決定（10 月） 

「大山町クロスポイント周辺地区市街地 

再開発組合」設立認可（6 月） 

  
権利変換計画認可（6 月） 

解体工事着工（8 月） 


